
財政状況に関し公的年金各制度から報告を求める事項について 
 
 
 社会保障審議会年金数理部会では、毎年度、公的年金各制度の財政状況につ

いて制度所管省に報告を求めているが、平成16年度の財政状況について報告を

求める際には、以下の事項につき対応することとする。 
 
 
１．基礎年金の国庫負担割合の引上げ（平成16年度から） 

 基礎年金の国庫・公経済負担割合については、平成16年度から引上げに着

手し、平成21年度までに２分の１への完全な引上げを完了することとされて

いる。 
 
 （対応） 

財政指標の算式について、これまで「基礎年金拠出金×1/3（又は2/3）」

で算出していた部分を、基礎年金の国庫負担割合の引上げに対応した算式に

修正する。 
 
 
２．国共済と地共済の財政単位の一元化に伴う財政調整（平成16年度から） 

 平成13年３月の閣議決定を踏まえ、国家公務員共済組合と地方公務員共済

組合の長期給付（共済年金）について、両制度の保険料率を一本にする（平

成16年度から段階的に実施し、平成21年度に一本化）とともに、平成16年度

から両制度間の財政調整の仕組みが導入された。 
 
 （対応） 

収支状況の項目及び財政指標の算式について、財政調整拠出金及び財政調

整拠出金収入を追加したものに修正する。 
 
 
３．制度間調整の精算終了（平成11年度まで） 

 平成２年度から開始された制度間調整は、平成９年度から旧３公社共済統

合に伴う支援措置が始まった際に廃止となったが、精算措置があるため、制

度間調整拠出金及び制度間調整交付金は平成11年度まで発生していた。 

 
（対応） 

平成16年度の報告では、過去５年度分の報告を求める事項について平成12

年度以降分の報告となるため、制度間調整拠出金及び制度間調整交付金に関

連する部分を削除する。 
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基礎年金国庫負担割合の引上げとその道筋基礎年金国庫負担割合の引上げとその道筋

【年金制度改正法附則第16条】
特定年度（国庫負担割合が２分の１に完全に引き上げら
れる年度）については、平成19年度を目途に、政府の経
済財政運営の方針との整合性を確保しつつ、社会保障に
関する制度全般の改革の動向その他の事情を勘案し、所
要の安定した財源を確保する税制の抜本的な改革を行っ
た上で、平成21年度までのいずれかの年度を定めるものと
する。

＜平成16年度与党税制改正大綱＞
平成19年度を目途に、年金、医療、介護等の社会保障給付全般に
要する費用の見通し等を踏まえつつ、あらゆる世代が広く公平に負担
を分かち合う観点から、消費税を含む抜本的税制改革を実現する

1/2

1/3

16 17 21まで19目途18

平成16年度税制改正に
おける年金課税の適正化

【年金制度改正法附則第15条】
平成１７年度及び平成１８年度において、我が国の経
済社会の動向を踏まえつつ、所要の税制上の措置を
講じた上で、別に法律で定めるところにより、国庫負担
の割合を適切な水準へ引き上げるものとする。

＜平成16年度与党税制改正大綱＞
平成17年度及び18年度において、わが国経済社会の動向を踏
まえつつ、いわゆる恒久的減税（定率減税）の縮減、廃止とあわ
せ、三位一体改革の中で、国・地方を通じた個人所得課税の抜
本的見直しを行う。これにより、平成１７年度以降の基礎年金拠
出金に対する国庫負担割合の段階的な引き上げに必要な安定
した財源を確保する。

平成16年度：272億円
平成17年度以降：拠出金
（給付費）の11/1,000

平成17年度、18年度税制改正における定率減税の
縮減・廃止

～～

～～

平成17年度：1,101億円

(約7/1000相当）

平成1８年度：2,200億円

11 / 1000
25 / 100014 / 1000

約34.4%
約35.8%
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国共済と地共済の財政単位の一元化に伴う財政調整について 

 
 

 

 
出典：「財政再計算に向けて」（国家公務員共済組合連合会・平成１６年７月発行リーフレット） 
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　１．収支状況

億円

( %)

(時価ﾍﾞｰｽ注: (時価ﾍﾞｰｽ注: (時価ﾍﾞｰｽ注: (時価ﾍﾞｰｽ注: (時価ﾍﾞｰｽ注: (                     )  ( %)

保険料 ( %)
国庫・公経済負担 ( %)
追加費用 ( %)
運用収入 ( %)

基礎年金交付金 ( %)
国共済連合会等拠出金収入 ( %)
財政調整拠出金収入 ( %)
積立金相当額納付金 ( %)
職域等費用納付金 ( %)
解散厚年基金等徴収金 ( %)
その他 ( %)

( %)

給付費 ( %)
基礎年金拠出金 ( %)
年金保険者拠出金 ( %)
財政調整拠出金 ( %)
その他 ( %)

( %)

(時価ﾍﾞｰｽ注: (時価ﾍﾞｰｽ注: (時価ﾍﾞｰｽ注: (時価ﾍﾞｰｽ注: (時価ﾍﾞｰｽ注: (                     )  ( %)

( %)

(時価ﾍﾞｰｽ注: (時価ﾍﾞｰｽ注: (時価ﾍﾞｰｽ注: (時価ﾍﾞｰｽ注: (時価ﾍﾞｰｽ注: (                     )  ( %)

( %)

(時価ﾍﾞｰｽ注: (時価ﾍﾞｰｽ注: (時価ﾍﾞｰｽ注: (時価ﾍﾞｰｽ注: (時価ﾍﾞｰｽ注: (                     )  ( %)

注１：

注２： 財政調整拠出金収入のうち、財政調整Ａは○○億円、財政調整Ｂは○○億円である。財政調整拠出金のうち、財政調整Ａは○○億円、財政調整Ｂは○○億円である。（「財政調整Ａ」は「費用負
担平準化のための財政調整拠出金」、財政調整Ｂは「年金給付に支障を来さないための財政調整拠出金」である。）

時価ﾍﾞｰｽの運用収入は、正味運用収入（運用収入から有価証券売却損等の費用を減じた収益額）に年度末積立金額の評価損益の増減分を加算して推計した参考値である。同様に、時価ﾍﾞｰｽ
の収支残は、年度末積立金額の評価損益の増減分を加算して算出した参考値である。なお、時価ﾍﾞｰｽの運用利回りとして、上記の時価ﾍﾞｰｽの運用収入を基にした修正総合利回りを計上してい
る

前年度との比較

（伸び率　％）

％

)

)

（様式例）　平成○年度財政状況の概要

)

)

％

平成　　年度

億円  

　正味運用収入:

　時価ﾍﾞｰｽ
注

:

)

)

　時価ﾍﾞｰｽ
注

:

平成　　年度

億円  

　正味運用収入:

)

)

　正味運用収入:

　時価ﾍﾞｰｽ
注

:

平成　　年度

億円  

)

)

)

平成　　年度

億円  

　時価ﾍﾞｰｽ
注

:

　正味運用収入:

)

)

％

収入総額

平成　　年度

億円  

　正味運用収入:

　時価ﾍﾞｰｽ
注

:

収　　　　支　　　　残

年 度 末 積 立 金

支出総額
支
　
　
　
出

特　記　事　項

積立金運用利回り
％ ％

)

)

))) )

収
　
　
　
入

)

- 1 -
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○総合費用率

決算結果（実績）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪

実質的な支出

    -⑦-⑧-⑨ (注5)

億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円 ％ ％
平成12年度  〈　　　　　〉

(         )
平成13年度  〈　　　　　〉

(         )
平成14年度  〈　　　　　〉

(         )
平成15年度

 〈　　　　　〉 (         )
平成16年度

 〈　　　　　〉 (         )
注１：その他拠出金とは、「年金保険者拠出金」「財政調整拠出金」のことである。
注２：その他交付金等収入とは、「財政調整拠出金収入」のことである。
注３：賃金上昇率として、年齢構成の影響を除いた賃金上昇率を記入する。
注４：平成15年度以降は「総報酬ベース」の数値である。また、〈　〉内は「標準報酬月額ベース」の数値である。
注５：（再計算結果の給付費が基礎年金交付金を控除して計算されている場合）給付費の(　)内は基礎年金交付金を控除した後の額である。

平成11年財政再計算結果

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪

実質的な支出

    -⑦-⑧-⑨
億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円 ％ ％

平成12年度  〈　　　　　〉
平成13年度  〈　　　　　〉
平成14年度  〈　　　　　〉
平成15年度
平成16年度

注１：平成15年度以降は「総報酬ベース」の数値である。また、〈　〉内は「標準報酬月額ベース」の数値である。
注２：（給付費が基礎年金交付金を控除して計算されている場合）再計算結果の③給付費は、基礎年金交付金を控除した後の額である。
※平成11年財政再計算については、厚生年金の被保険者数と同様の傾向で組合員が減少する場合（基礎年金の国庫負担割合３分の１の場合）の推計額である。

基礎年金
交付金

その他
交付金
等収入

賃金
上昇率

物価
上昇率

給付費
基礎年金
拠出金

その他
拠出金

追加費用
公経済負担

国庫・標準報酬
総額

〈　　　　　　〉
〈　　　　　　〉
〈　　　　　　〉

 ③+④+⑤

総合費用率

×100
①－⑥

②

〈　　　　　　〉

〈　　　　　　〉

〈　　　　　　〉

〈　　　　　　〉

〈　　　　　　〉

物価
上昇率

×100

総合費用率

追加費用
その他

交付金等
収入(注2）

賃金
上昇率

(注3）

給付費
①－⑥

②
 ③+④+⑤

その他
拠出金
（注１）

基礎年金
拠出金

標準報酬
総額

基礎年金
交付金

国庫・
公経済負担

- 20 -
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（国共済、地共済の場合 ）

○厚生年金相当部分に係る総合費用率

決算等の結果（実績推計）

厚生年金相当部分
に係る総合費用率

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪

③＋④＋⑤ 国庫・ 職域部分を除い

●－⑧－⑨ （注３） 追加費用（注４）

億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円 ％ ％
〈　　　　　　〉  〈　　　　　〉
〈　　　　　　〉  〈　　　　　〉
〈　　　　　　〉  〈　　　　　〉

〈　　　　　　〉  〈　　　　　〉

〈　　　　　　〉  〈　　　　　〉
注１：

注２： その他拠出金とは、「年金保険者拠出金」「財政調整拠出金※」のことである。（※ここでは、２階部分に係る財政調整拠出金として、給付費按分で推計した額を計上している。）

注３： ここでは、職域部分の給付に係る国庫負担額を除いた額として、給付費按分で推計した額を計上している。

注４： ここでは、追加費用は、国庫・公経済負担と同様に、給付費按分で推計した額を計上している。

注５： ここでは、２階部分に係る財政調整拠出金収入として、給付費按分で推計した額を計上している。

　 注６： 賃金上昇率として、年齢構成の影響を除いた賃金上昇率を記入する。

注７： 平成15年度以降は「総報酬ベース」の数値である。また、〈　〉内は「標準報酬月額ベース」の数値である。

平成11年財政再計算に基づいた推計値

厚生年金相当部分
に係る総合費用率

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑩ ⑪

厚生年金 国庫・

給付費（注１） （注２）

億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円…………… ％ ％
〈　　　　　　〉  〈　　　　　〉
〈　　　　　　〉  〈　　　　　〉
〈　　　　　　〉  〈　　　　　〉

注１：

注２： ここでは、職域部分の給付に係る国庫負担額を除いた額として、給付費按分で推計した額を計上している。

注３： 平成15年度以降は「総報酬ベース」の数値である。また、〈　〉内は「標準報酬月額ベース」の数値である。

※平成11年財政再計算については、厚生年金の被保険者数と同様の傾向で組合員が減少する場合（基礎年金の国庫負担割合３分の１の場合）の推計額である。

平成16年度

平成12年度

物価
上昇率

賃金
上昇率

平成13年度
平成14年度

追加費用
その他
拠出金

基礎年金
拠出金

①
─×100
②

職域部分を除いた給付費として、新共済年金については年度末の決定年金額を用いて、旧共済年金については一定割合を掛けることによって算出した額を計上している。

基礎年金
交付金

標準報酬
総額

厚生年金相当部分の給付費とは、給付費から職域部分の給付費用を除いた額として財政検証に用いた推計額のことである。

平成12年度
平成13年度
平成14年度
平成15年度
平成16年度

基礎年金
拠出金

その他
拠出金

（注２）

賃金
上昇率

（注６）

①
─×100
②

基礎年金
交付金

財政調整
拠出金収
入　 （注５）

標準報酬
総額

平成15年度

物価
上昇率

相当部分の 公経済負担

公経済負担 た発生ベースの

③＋④＋⑤
-⑥-⑦-⑧

●－⑥－⑦

職域部分
を除いた
給付費

（注１）

- 21 国共済、地共済 -
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（私学共済の場合 ）

○厚生年金相当部分に係る総合費用率

決算等の結果（実績推計）

厚生年金相当部分
に係る総合費用率

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑩ ⑪ ⑫

厚生年金

（注１）

億円 億円 億円 億円 億円 ……………………………………… 億円 ％ ％
〈　　　　　　〉  〈　　　　　〉
〈　　　　　　〉  〈　　　　　〉
〈　　　　　　〉  〈　　　　　〉

〈　　　　　　〉  〈　　　　　〉

〈　　　　　　〉  〈　　　　　〉
注１：

注２： その他拠出金とは、「年金保険者拠出金」「財政調整拠出金※」のことである。（※ここでは、２階部分に係る財政調整拠出金として、給付費按分で推計した額を計上している。）

注３： ここでは、２階部分に係る財政調整拠出金収入として、給付費按分で推計した額を計上している。

注４： 賃金上昇率として、年齢構成の影響を除いた賃金上昇率を記入する。

注５： 平成15年度以降は「総報酬ベース」の数値である。また、〈　〉内は「標準報酬月額ベース」の数値である。

平成11年財政再計算に基づいた推計値

厚生年金相当部分
に係る総合費用率

① ② ③ ④ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑪ ⑫

厚生年金 国庫・

給付費 （注１） （注２）

億円 億円 億円 億円 …………… 億円 億円 億円 億円…………… ％ ％
〈　　　　　　〉  〈　　　　　〉
〈　　　　　　〉  〈　　　　　〉
〈　　　　　　〉  〈　　　　　〉

注１： 厚生年金相当部分の給付費とは、給付費から職域部分の給付費用を除いた額として財政検証に用いた推計額のことである。

注２： ここでは、職域部分の給付に係る国庫負担額を除いた額として、給付費按分で推計した額を計上している。

注３： 平成15年度以降は「総報酬ベース」の数値である。また、〈　〉内は「標準報酬月額ベース」の数値である。

※平成11年財政再計算については、厚生年金の被保険者数と同様の傾向で組合員が減少する場合（基礎年金の国庫負担割合３分の１の場合）の推計額である。

平成16年度

平成12年度
平成13年度
平成14年度
平成15年度

標準報酬
総額

平成15年度

平成16年度

標準報酬
総額

平成12年度

①
─×100
②

①
─×100
②

平成13年度
平成14年度

賃金
上昇率

物価
上昇率

物価
上昇率

賃金
上昇率

（注４）

基礎年金
交付金

基礎年金
拠出金

その他
拠出金

（注２）

その他
拠出金

基礎年金
拠出金

追加費用

　－⑩
③＋⑤＋⑥

③＋④＋⑥
-⑦-⑧-⑨

厚生年金相当給付費とは、厚生年金保険法附則第１９条第４項第１号に規定する「年金たる給付に要する費用のうち年金たる保険給付に相当する給付に要する費用として政令で定めるところにより算定した
額」のことである。なお、この給付費には、国庫・公経済負担、追加費用及び基礎年金交付金は含まれていない。

基礎年金
拠出金

（国庫・公経済
負担分除く）

財政調整
拠出金収
入　 （注３）

相当給付費

公経済負担相当部分の

- 21 私学共済 -
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○独自給付費用率

決算結果（実績）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫

実質的な支出 その他

    -⑧-⑨-⑩ (注5) 収入(注2)

億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円 ％ ％
平成12年度  〈　　　　　〉

(         )
平成13年度  〈　　　　　〉

(         )
平成14年度  〈　　　　　〉

(         )
平成15年度

 〈　　　　　〉 (         )
平成16年度

 〈　　　　　〉 (         )
注１：その他拠出金とは、「年金保険者拠出金」「財政調整拠出金」のことである。
注２：その他交付金等収入とは、「財政調整拠出金収入」のことである。
注３：賃金上昇率として、年齢構成の影響を除いた賃金上昇率を記入する。
注４：平成15年度以降は「総報酬ベース」の数値である。また、〈　〉内は「標準報酬月額ベース」の数値である。
注５：（再計算結果の給付費が基礎年金交付金を控除して計算されている場合）給付費の(　)内は基礎年金交付金を控除した後の額である。

平成11年財政再計算結果

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫

①-⑦-⑤ 標準報酬 基礎年金 国庫・ 基礎年金

②
総額 拠出金 公経済負担 交付金

億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円 ％ ％
平成12年度  〈　　　　　〉
平成13年度  〈　　　　　〉
平成14年度  〈　　　　　〉
平成15年度
平成16年度

注１：平成15年度以降は「総報酬ベース」の数値である。また、〈　〉内は「標準報酬月額ベース」の数値である。
注２：（給付費が基礎年金交付金を控除して計算されている場合）再計算結果の③給付費は、基礎年金交付金を控除した後の額である。
※平成11年財政再計算については、厚生年金の被保険者数と同様の傾向で組合員が減少する場合（基礎年金の国庫負担割合３分の１の場合）の推計額である。

基礎年金
拠出金

（国庫・公経済
負担分除く）

基礎年金
拠出金

（国庫・公経済
負担分除く）

〈　　　　　  〉

独自給付費用率

〈　　　　　  〉

〈　　　　　  〉

〈　　　　　  〉
〈　　　　　  〉
〈　　　　　  〉

賃金
上昇率

物価
上昇率

×100
その他
拠出金

追加費用
実質的な支出
 ③+④+⑥
    -⑧-⑨-⑩

給付費
その他

交付金等
収入

その他
拠出金
（注１）

追加費用
国庫・

〈　　　　　  〉

公経済負担
基礎年金
拠出金

〈　　　　　  〉

賃金
上昇率

(注3）

物価
上昇率

交付金等
基礎年金
交付金

給付費
総額

標準報酬
 ③+④+⑥

独自給付費用率

①-⑦-⑤

②
×100

- 22 -
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（国共済、地共済の場合 ）

○厚生年金相当部分に係る独自給付費用率

決算等の結果（実績推計）

厚生年金相当部分に
係る独自給付費用率

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫

③＋④＋⑥ 国庫・ 職域部分を除い

-⑧-⑨-⑩ （注３） 追加費用（注４）

億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円 ％ ％
〈　　　　　　〉  〈　　　　　〉
〈　　　　　　〉  〈　　　　　〉
〈　　　　　　〉  〈　　　　　〉

〈　　　　　　〉  〈　　　　　〉

〈　　　　　　〉  〈　　　　　〉
注１： 職域部分を除いた給付費として、新共済年金については年度末の決定年金額を用いて、旧共済年金については一定割合を掛けることによって算出した額を計上している。

注２： その他拠出金とは、「年金保険者拠出金」「財政調整拠出金※」のことである。（※ここでは、２階部分に係る財政調整拠出金として、給付費按分で推計した額を計上している。）

注３： ここでは、職域部分の給付に係る国庫負担額を除いた額として、給付費按分で推計した額を計上している。

注４： ここでは、追加費用は、国庫・公経済負担と同様に、給付費按分で推計した額を計上している。

注５： ここでは、２階部分に係る財政調整拠出金収入として、給付費按分で推計した額を計上している。

注６： 賃金上昇率として、年齢構成の影響を除いた賃金上昇率を記入する。

注７： 平成15年度以降は「総報酬ベース」の数値である。また、〈　〉内は「標準報酬月額ベース」の数値である。

平成11年財政再計算に基づいた推計値

厚生年金相当部分に
係る独自給付費用率

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑪ ⑫

③＋④＋⑥ 厚生年金 国庫・

-⑧-⑨ 給付費（注１） （注２）

億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円…………… ％ ％
〈　　　　　　〉  〈　　　　　〉
〈　　　　　　〉  〈　　　　　〉
〈　　　　　　〉  〈　　　　　〉

注１： 厚生年金相当部分の給付費とは、給付費から職域部分の給付費用を除いた額として財政検証に用いた推計額のことである。

注２： ここでは、職域部分の給付に係る国庫負担額を除いた額として、給付費按分で推計した額を計上している。

注３： 平成15年度以降は「総報酬ベース」の数値である。また、〈　〉内は「標準報酬月額ベース」の数値である。

※平成11年財政再計算については、厚生年金の被保険者数と同様の傾向で組合員が減少する場合（基礎年金の国庫負担割合３分の１の場合）の推計額である。

平成16年度

平成12年度
平成13年度
平成14年度
平成15年度

賃金
上昇率

（注６）

物価
上昇率

相当部分の 公経済負担

公経済負担 た発生ベースの-⑤-⑦

物価
上昇率

賃金
上昇率

-⑤-⑦ 標準報酬
総額

基礎年金
交付金

追加費用
その他
拠出金

基礎年金
拠出金

基礎年金
拠出金

（国庫・公経済
負担分除く）

財政調整
拠出金収
入　 （注５）

平成15年度

平成13年度
平成14年度

平成12年度

職域部分
を除いた
給付費

（注１）

標準報酬
総額

その他
拠出金

（注２）

①
─×100
②

基礎年金
拠出金

基礎年金
交付金

①
─×100
②

平成16年度

基礎年金
拠出金

（国庫・公経済
負担分除く）
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（私学共済の場合 ）

○厚生年金相当部分に係る独自給付費用率

決算等の結果（実績推計）

厚生年金相当部分に
係る独自給付費用率

① ② ③ ④ ⑥ ⑩ ⑪ ⑫

厚生年金

（注１）

億円 億円 億円 億円…………… 億円 ……………………………………… 億円 ％ ％
〈　　　　　　〉  〈　　　　　〉
〈　　　　　　〉  〈　　　　　〉
〈　　　　　　〉  〈　　　　　〉

〈　　　　　　〉  〈　　　　　〉

〈　　　　　　〉  〈　　　　　〉
注１：

注２： その他拠出金とは、「年金保険者拠出金」「財政調整拠出金※」のことである。（※ここでは、２階部分に係る財政調整拠出金として、給付費按分で推計した額を計上している。）

注３： ここでは、２階部分に係る財政調整拠出金収入として、給付費按分で推計した額を計上している。

注４： 賃金上昇率として、年齢構成の影響を除いた賃金上昇率を記入する。

注５： 平成15年度以降は「総報酬ベース」の数値である。また、〈　〉内は「標準報酬月額ベース」の数値である。

平成11年財政再計算に基づいた推計値

厚生年金相当部分に
係る独自給付費用率

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑪ ⑫

③＋④＋⑥ 厚生年金 国庫・

-⑧-⑨ 給付費 （注１） （注２）

億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円…………… ％ ％
〈　　　　　　〉  〈　　　　　〉
〈　　　　　　〉  〈　　　　　〉
〈　　　　　　〉  〈　　　　　〉

注１： 厚生年金相当部分の給付費とは、給付費から職域部分の給付費用を除いた額として財政検証に用いた推計額のことである。

注２： ここでは、職域部分の給付に係る国庫負担額を除いた額として、給付費按分で推計した額を計上している。

注３： 平成15年度以降は「総報酬ベース」の数値である。また、〈　〉内は「標準報酬月額ベース」の数値である。

※平成11年財政再計算については、厚生年金の被保険者数と同様の傾向で組合員が減少する場合（基礎年金の国庫負担割合３分の１の場合）の推計額である。

物価
上昇率

賃金
上昇率

標準報酬
総額

基礎年金
拠出金

基礎年金
交付金

賃金
上昇率

（注４）

公経済負担相当部分の

その他
拠出金

（注２）

その他
拠出金

基礎年金
拠出金

厚生年金相当給付費とは、厚生年金保険法附則第１９条第４項第１号に規定する「年金たる給付に要する費用のうち年金たる保険給付に相当する給付に要する費用として政令で定めるところにより算定した額」
のことである。なお、この給付費には、国庫・公経済負担、追加費用及び基礎年金交付金は含まれていない。

基礎年金
拠出金

（国庫・公経済
負担分除く）

追加費用
①
─×100
②

物価
上昇率

標準報酬
総額

-⑤-⑦

平成16年度

平成12年度
平成13年度
平成14年度
平成15年度

財政調整
拠出金収
入　 （注３）

相当給付費

平成14年度

①
─×100
②

③＋⑥－⑩

平成13年度
平成12年度

平成15年度

平成16年度
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○収支比率

決算結果（実績）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫ ⑬

実質的な支出 その他

    -⑥-⑦-⑧ (注5) 収入(注2) (注4)

億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円 ％ ％ ％
平成12年度

［時価ベース］ (         )  [        ]  [        ]
平成13年度

［時価ベース］ (         )  [        ]  [        ]
平成14年度

［時価ベース］ (         )  [        ]  [        ]
平成15年度

［時価ベース］ (         )  [        ]  [        ]
平成16年度

［時価ベース］ (         )  [        ]  [        ]
注１：その他拠出金とは、「年金保険者拠出金」「財政調整拠出金」のことである。
注２：その他交付金等収入とは、「財政調整拠出金収入」のことである。
注３：賃金上昇率として、年齢構成の影響を除いた賃金上昇率を記入する。
注４：私学共済の場合、掛金収入に都道府県補助金を含める。
注５：（再計算結果の給付費が基礎年金交付金を控除して計算されている場合）給付費の(　)内は基礎年金交付金を控除した後の額である。

平成11年財政再計算結果

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫ ⑬

実質的な支出 その他

    -⑥-⑦-⑧ 収入
億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円 ％ ％ ％

平成12年度
平成13年度
平成14年度
平成15年度
平成16年度

※平成11年財政再計算については、厚生年金の被保険者数と同様の傾向で組合員が減少する場合（基礎年金の国庫負担割合３分の１の場合）の推計額である。
※（給付費が基礎年金交付金を控除して計算されている場合）再計算結果の②給付費は、基礎年金交付金を控除した後の額である。

収支比率

収支比率

⑨+⑩

①-⑤
×100

運用
利回り

基礎年金基礎年金
拠出金

その他
拠出金
（注１）

国庫・
公経済
負担

基礎年金
交付金

掛金収入
国庫・
公経済
負担

追加費用 交付金等
物価

上昇率

物価
上昇率

運用
利回り

追加費用
交付金

交付金等 運用収入
賃金

上昇率
(注3）

給付費
賃金

上昇率
運用収入

基礎年金
拠出金

その他
拠出金

[　　　　　]

 ②+③+④

⑨+⑩

①-⑤
×100  ②+③+④

[　　　　　]

[　　　　　]

給付費 掛金収入

[　　　　　]

[　　　　　]
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○積立比率

決算結果（実績）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫

実質的な支出 その他

    -⑥-⑦-⑧ (注4) 収入(注2)

億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円 ％ ％ ％
平成12年度

［時価ベース］ (         )  [          ]  [         ]
平成13年度

［時価ベース］ (         )  [          ]  [         ]
平成14年度

［時価ベース］ (         )  [          ]  [         ]
平成15年度

［時価ベース］ (         )  [          ]  [         ]
平成16年度

［時価ベース］ (         )  [          ]  [         ]
注１：その他拠出金とは、「年金保険者拠出金」「財政調整拠出金」のことである。
注２：その他交付金等収入とは、「財政調整拠出金収入」のことである。
注３：賃金上昇率として、年齢構成の影響を除いた賃金上昇率を記入する。
注４：（再計算結果の給付費が基礎年金交付金を控除して計算されている場合）給付費の(　)内は基礎年金交付金を控除した後の額である。

平成11年財政再計算結果

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫

⑨ 基礎年金 国庫・ 基礎年金 前年度末

①－⑤ 拠出金 公経済負担 交付金 積立金

億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円 ％ ％ ％
平成12年度
平成13年度
平成14年度
平成15年度
平成16年度

※平成11年財政再計算については、厚生年金の被保険者数と同様の傾向で組合員が減少する場合（基礎年金の国庫負担割合３分の１の場合）の推計額である。
※（給付費が基礎年金交付金を控除して計算されている場合）再計算結果の②給付費は、基礎年金交付金を控除した後の額である。

その他
交付金
等収入

賃金
上昇率

物価
上昇率

運用
利回り

実質的な支出
 ②+③+④
    -⑥-⑦-⑧

給付費
その他
拠出金

追加費用

運用
利回り

賃金
上昇率

(注3)

物価
上昇率

その他
拠出金
（注１）

国庫・
追加費用

前年度末
積立金

積立比率

[　　　　　]

[　　　　　]

[　　　　　]

[　　　　　]

[　　　　　]

公経済負担
 ②+③+④

基礎年金
拠出金

⑨

①－⑤
給付費

基礎年金
交付金等

交付金

積立比率
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